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【手続補正書】
【提出日】平成23年5月24日(2011.5.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機器制御装置であって、
　第１の機器と前記機器制御装置とが接続される場合、かつ、前記第１の機器と異なる第
２の機器と前記機器制御装置とが接続される場合、前記第１の機器に対応する論理アドレ
スが前記第１の機器に取得されていないとき、前記第２の機器に対応する論理アドレスが
前記第１の機器に取得されるようにするための所定の処理を行う手段を有することを特徴
とする機器制御装置。
【請求項２】
　前記第１の機器に対応する論理アドレスは、前記第１の機器のデバイスタイプに対応す
る論理アドレスであり、前記第２の機器に対応する論理アドレスは、前記第２の機器のデ
バイスタイプに対応する論理アドレスであることを特徴とする請求項１に記載の機器制御
装置。
【請求項３】
　前記第２の機器のデバイスタイプは、前記第１の機器のデバイスタイプと一致すること
を特徴とする請求項２に記載の機器制御装置。
【請求項４】
　前記所定の処理は、前記第２の機器と前記機器制御装置とを切断する処理を含むことを
特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の機器制御装置。
【請求項５】
　前記機器制御装置がＨＤＭＩ（Ｈｉｇｈ　Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉ
ａ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）に対応する場合、前記所定の処理は、前記第１の機器に対応す
るＨＰＤ（Ｈｏｔ　Ｐｌｕｇ　Ｄｅｔｅｃｔ）を制御する処理を含むことを特徴とする請
求項１から４のいずれか１項に記載の機器制御装置。
【請求項６】
　前記所定の処理は、前記第１の機器に対応するＨＰＤをローからハイにする処理を含む
ことを特徴とする請求項５に記載の機器制御装置。
【請求項７】
　前記第１の機器を示す情報及び前記第２の機器を示す情報が表示手段に表示されるよう
にする手段を有することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の機器制御装
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置。
【請求項８】
　機器制御装置を制御する制御方法であって、
　第１の機器と前記機器制御装置とが接続される場合、かつ、前記第１の機器と異なる第
２の機器と前記機器制御装置とが接続される場合、前記第１の機器に対応する論理アドレ
スが前記第１の機器に取得されていないとき、前記第２の機器に対応する論理アドレスが
前記第１の機器に取得されるようにするための所定の処理を行うことを特徴とする制御方
法。
【請求項９】
　前記第１の機器に対応する論理アドレスは、前記第１の機器のデバイスタイプに対応す
る論理アドレスであり、前記第２の機器に対応する論理アドレスは、前記第２の機器のデ
バイスタイプに対応する論理アドレスであることを特徴とする請求項８に記載の制御方法
。
【請求項１０】
　前記第２の機器のデバイスタイプは、前記第１の機器のデバイスタイプと一致すること
を特徴とする請求項９に記載の制御方法。
【請求項１１】
　前記所定の処理は、前記第２の機器と前記機器制御装置とを切断する処理を含むことを
特徴とする請求項８から１０のいずれか１項に記載の制御方法。
【請求項１２】
　前記機器制御装置がＨＤＭＩ（Ｈｉｇｈ　Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉ
ａ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）に対応する場合、前記所定の処理は、前記第１の機器に対応す
るＨＰＤ（Ｈｏｔ　Ｐｌｕｇ　Ｄｅｔｅｃｔ）を制御する処理を含むことを特徴とする請
求項８から１１のいずれか１項に記載の制御方法。
【請求項１３】
　前記所定の処理は、前記第１の機器に対応するＨＰＤをローからハイにする処理を含む
ことを特徴とする請求項１２に記載の制御方法。
【請求項１４】
　前記第１の機器を示す情報及び前記第２の機器を示す情報が表示手段に表示されるよう
にすることを特徴とする請求項８から１３のいずれか１項に記載の制御方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】発明の名称
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の名称】機器制御装置および制御方法
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明は、機器制御装置および機器制御方法に関するものである。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　そこで、本発明は、機器制御に利用可能な論理アドレスが割り当てられていない機器を
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制御可能にすることを目的とする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　本発明に係る機器制御装置は、機器制御装置であって、第１の機器と前記機器制御装置
とが接続される場合、かつ、前記第１の機器と異なる第２の機器と前記機器制御装置とが
接続される場合、前記第１の機器に対応する論理アドレスが前記第１の機器に取得されて
いないとき、前記第２の機器に対応する論理アドレスが前記第１の機器に取得されるよう
にするための所定の処理を行う手段を有することを特徴とする。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　また、本発明は、機器制御装置を制御する機器制御方法であって、第１の機器と前記機
器制御装置とが接続される場合、かつ、前記第１の機器と異なる第２の機器と前記機器制
御装置とが接続される場合、前記第１の機器に対応する論理アドレスが前記第１の機器に
取得されていないとき、前記第２の機器に対応する論理アドレスが前記第１の機器取得さ
れるようにするための所定の処理を行うことを特徴とする。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　本発明によれば、機器制御に利用可能な論理アドレスが割り当てられていない機器を制
御することが可能になる。
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